
令和5年4月28日
【担当】

１　県内の雇用情勢

  3月の労働市場の動きをみると、有効求人数（季節調整値）は前月比で2.0％減少となり、有効求職者数（季節調整
値）は前月比で0.6％増加しました。
　この結果、有効求人倍率（季節調整値）は1.50倍となり、前月より0.05ポイント低下しました。
　また、正社員の有効求人倍率（原数値）は1.38倍となり、前年同月より0.03ポイント上昇しました。
　新規求人数（原数値）は前年同月比、4ヶ月連続で増加し、有効求人数（原数値）は24ヶ月連続で増加しました。
  新規求職申込件数（原数値）は前年同月比、2ヶ月ぶりで減少し、有効求職者数（原数値）は2ヶ月連続で増加しまし
た。
  雇用情勢は、求人が求職を大幅に上回って推移しているものの、改善の動きにやや弱さがみられる。物価上昇が雇
用に与える影響に引き続き注意する必要がある。

◎ 一般職業紹介状況
 １．新規求人数（原数値）は前年同月比で4.7％増加しました。
 　主要産業別では、建設業（3.9％）、卸売業,小売業（4.2％）、金融業,保険業（31.0％）、学術研究,専門・技術サービ
ス業（18.2％）、宿泊業,飲食サービス業（54.3％）、生活関連サービス業,娯楽業（4.8％)、医療,福祉（10.3％）、複合
サービス事業（31.0％）、サービス業(3.5％）等で増加し、運輸業,郵便業（▲15.9％）、不動産業,物品賃貸業(▲
31.5％）等で減少しました。製造業の主な業種では、食料品（29.2％）、繊維工業（36.8％）、化学工業（37.0％）、非鉄
金属（58.7％）等で増加し、鉄鋼業（▲32.2％）、金属製品（▲4.0）、電子部品・デバイス・電子回路（▲65.4％）、電気機
械器具（▲19.4％）、その他の製造業（▲71.2％）等で減少しました。
   求人の内訳をみると、前年同月比でフルタイム求人が5.4％増加、パート求人は3.9％増加しました。パート求人の全
体に占める割合は42.3％で前年同月を0.4ポイント下回りました。
 ２．新規求職申込件数（原数値）は前年同月比で5.1％減少しました。
　  また、常用新規求職者を理由別にみると、前年同月比、在職求職者（▲2.0％）、自己都合離職者（▲3.1％）、事業
主都合等離職者（▲17.0％）、無業者（▲9.4％)で減少しました。なお、パートタイムの新規求職申込件数は前年同月
で2.4％減少しました。
　  雇用保険受給資格決定件数は前年同月比で3.1％増加しました。
 ３．就職件数は前年同月比で12.6％増加しました。就職率は49.7％となり、前年同月を7.7ポイント上回りました。
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　（注）1.月別の有効求人倍率は季節調整値である。なお、令和4年12月以前の数値は、令和5年1月分公表時に新季節指数により改定されている。
　　　　2.ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した
　　　　　求職者数や、求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれている。

地方労働市場情報官　 四ツ田　雅 裕
電 話 ０７６（４３２）２７８２

富山県の雇用情勢（令和5年3月）

富 山 労 働 局 職 業 安 定 部 職 業 安 定 課
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（人、％、倍）

　　年　　月
 対前年同月
増減率、差

項　　目 5年 3月 5年 2月 4年 3月   (%、ﾎﾟｲﾝﾄ)

 1　新規求職申込件数 3,840 3,787 4,045 ▲ 5.1 ▲ 2.8

 うち常用 3,809 3,744 4,008 ▲ 5.0 ―

 うち雇用保険受給者 745 690 752 ▲ 0.9 ―

 うち常用 740 689 750 ▲ 1.3 ―

雇用保険受給資格決定件数 889 848 862 3.1 ―

 求  2  月間有効求職者数 16,319 15,536 15,761 3.5 0.6

 うち常用 15,904 14,930 15,245 4.3 ―

 うち中高年齢者 9,533 9,112 8,881 7.3 ―

 うち常用 9,236 8,618 8,524 8.4 ―

 職  うち雇用保険受給者 4,338 4,201 4,253 2.0 ―

 うち常用 4,325 4,190 4,244 1.9 ―

 3　就職件数 1,910 1,200 1,697 12.6

 うち常用 1,770 1,094 1,585 11.7

 関  うち中高年齢者 1,144 683 943 21.3

 うち常用 1,060 617 873 21.4

 うち雇用保険受給者 484 316 457 5.9

 うち常用 458 293 428 7.0

 係  うち県外へ 120 76 92 30.4

 うち常用 104 65 79 31.6

 4　就職率    3/1 49.7 31.7 42.0 7.7

 うち常用 46.5 29.2 39.5 7.0

 うち雇用保険受給者 65.0 45.8 60.8 4.2

 うち常用 61.9 42.5 57.1 4.8

 5　新規求人数 9,091 8,511 8,679 4.7 ▲ 0.4

 うち常用 8,518 8,013 8,112 5.0 ―

 求  6　月間有効求人数 25,398 24,785 24,675 2.9 ▲ 2.0

 うち常用 23,644 22,805 22,942 3.1 ―

新規求人倍率(原数値) 2.37 2.25 2.15 0.22 ―

 人  　　 　(季節調整値) 2.39 2.34 2.30 ― 0.05

 有効求人倍率(原数値) 1.56 1.60 1.57 ▲ 0.01 ―

 　 　　(季節調整値) 1.50 1.55 1.52 ― ▲ 0.05

 関  9　充足数 1,897 1,207 1,723 10.1

 うち常用 1,759 1,099 1,613 9.1

  うち県外から 74 68 92 ▲ 19.6

 係  うち常用 68 62 88 ▲ 22.7

10　充足率    9/5 20.9 14.2 19.9 1.0

 うち常用 20.7 13.7 19.9 0.8

（注）1.季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ｘ-12-ARIMA）による。なお、令和4年12月以前の数値は、令和5年1月分公表時に新季節指数により改定されている。

　　　2.雇用保険受給資格決定件数は一般求職者給付分

　　　3.雇用保険受給資格決定件数は速報値であり修正があり得る。

　　　4.ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、1頁の注2を参照。
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第１表 一般職業紹介状況（パートを含み、学卒を除く）

 季節調整値
対前月増減率、差

  (%、ﾎﾟｲﾝﾄ)



第2表　雇用形態別常用職業紹介状況（新規学卒者を除く）

　　　　　　　　　 年　月 対前年同月

5年 5年 4年 増減率、差

 3月  2月  3月

　項　目 (%、ﾎﾟｲﾝﾄ)

 1　月間有効求職者数　（人） 9,307 8,799 9,154 1.7

 2　新規求職申込件数　（件） 2,333 2,312 2,494 ▲ 6.5

 3　月間有効求人数　　（人） 14,717 14,492 14,156 4.0

 4　新規求人数　　　　（人） 5,106 4,853 4,784 6.7

 5　就職件数　　　　　（件） 906 665 871 4.0

 6　有効求人倍率(3/1)(倍) 1.58 1.65 1.55 0.03

 7　新規求人倍率(4/2)(倍) 2.19 2.10 1.92 0.27

 8　就職率（5/2×100)(％) 38.8 28.8 34.9 3.9

 9　充足率（5/4×100)(％) 17.7 13.7 18.2 ▲ 0.5

10　月間有効求人数　　（人） 12,838 12,734 12,364 3.8

11　新規求人数　　　　（人） 4,411 4,202 4,178 5.6

12　就職件数　　　　　（件） 761 572 711 7.0

13　有効求人倍率(10/1)(倍) 1.38 1.45 1.35 0.03

14　充足率（12/11×100)(％) 17.3 13.6 17.0 0.3

15　月間有効求職者数　（人） 6,597 6,131 6,091 8.3

16　新規求職申込件数　（件） 1,476 1,432 1,514 ▲ 2.5

17　月間有効求人数　　（人） 8,927 8,313 8,786 1.6

18　新規求人数　　　　（人） 3,412 3,160 3,328 2.5

19　就職件数　　　　　（件） 864 429 714 21.0

20　有効求人倍率(17/15)(倍) 1.35 1.36 1.44 ▲ 0.09

21　新規求人倍率(18/16)(倍) 2.31 2.21 2.20 0.11

22　就職率（19/16×100)(％) 58.5 30.0 47.2 11.3

23　充足率（19/18×100)(％) 25.3 13.6 21.5 3.8

　 (注) 1. ▲は減少である。
         2. 正社員の有効求人倍率は正社員の月間有効求人数をパートタイムを除く常用の月間有効求職者数で除して算出
            しているが、パートタイムを除く常用の有効求職者数には派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、
           厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。
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         3. 就職率及び充足率は、就職件数を新規求職申込件数（新規求人数）で除して算出。
　　　  4. ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、1頁の注2を参照。



第３表（新産業分類）
　　（人）

　　　　　　　　　　態様区分  フルタイム  パート  計  計

  産業分類 フルタイム パート 計 フルタイム パート 計  増減率％  増減率％  増減率％  増減数

 A，B　農，林，漁業 51 21 72 46 40 86 10.9 ▲ 47.5 ▲ 16.3 ▲ 14

 C　鉱業，採石業，砂利採取業 9 0 9 11 1 12 ▲ 18.2 ▲ 100.0 ▲ 25.0 ▲ 3

 D  建設業 868 59 927 820 72 892 5.9 ▲ 18.1 3.9 35

　　（06 総合工事業） (406) (20) (426) (348) (48) (396) 16.7 ▲ 58.3 7.6 30

 E  製造業 1,204 382 1,586 1,252 323 1,575 ▲ 3.8 18.3 0.7 11

　09　食料品製造業 102 119 221 99 72 171 3.0 65.3 29.2 50

　10　飲料・たばこ・飼料製造業 20 18 38 28 19 47 ▲ 28.6 ▲ 5.3 ▲ 19.1 ▲ 9

　11　繊維工業 78 26 104 54 22 76 44.4 18.2 36.8 28

　12　木材・木製品製造業 24 2 26 25 3 28 ▲ 4.0 ▲ 33.3 ▲ 7.1 ▲ 2

　13　家具・装備品製造業 13 7 20 7 1 8 85.7 600.0 150.0 12

　14　パルプ・紙・紙加工品製造業 17 5 22 13 18 31 30.8 ▲ 72.2 ▲ 29.0 ▲ 9

　15　印刷・同関連業 29 4 33 22 9 31 31.8 ▲ 55.6 6.5 2

  16  化学工業 144 41 185 121 14 135 19.0 192.9 37.0 50

　17　石油製品・石炭製品製造業 0 0 0 0 0 0 -    -    -    0

　18　プラスチック製品製造業 94 36 130 104 17 121 ▲ 9.6 111.8 7.4 9

　19　ゴム製品製造業 2 0 2 3 4 7 ▲ 33.3 ▲ 100.0 ▲ 71.4 ▲ 5

　21　窯業・土石製品製造業 39 7 46 46 9 55 ▲ 15.2 ▲ 22.2 ▲ 16.4 ▲ 9

　22　鉄鋼業 34 6 40 50 9 59 ▲ 32.0 ▲ 33.3 ▲ 32.2 ▲ 19

　23　非鉄金属製造業 66 7 73 35 11 46 88.6 ▲ 36.4 58.7 27

　24　金属製品製造業 225 37 262 244 29 273 ▲ 7.8 27.6 ▲ 4.0 ▲ 11

　25　はん用機械器具製造業 66 23 89 81 15 96 ▲ 18.5 53.3 ▲ 7.3 ▲ 7

　26　生産用機械器具製造業 98 8 106 106 3 109 ▲ 7.5 166.7 ▲ 2.8 ▲ 3

　27　業務用機械器具製造業 3 3 6 5 3 8 ▲ 40.0 0.0 ▲ 25.0 ▲ 2

　28　電子部品・デバイス・電子回路製造業 6 12 18 21 31 52 ▲ 71.4 ▲ 61.3 ▲ 65.4 ▲ 34

　29　電気機械器具製造業 66 13 79 77 21 98 ▲ 14.3 ▲ 38.1 ▲ 19.4 ▲ 19

　30　情報通信機械器具製造業 8 0 8 14 4 18 ▲ 42.9 ▲ 100.0 ▲ 55.6 ▲ 10

　31　輸送用機械器具製造業 59 4 63 49 5 54 20.4 ▲ 20.0 16.7 9

　20,32 その他の製造業 11 4 15 48 4 52 ▲ 77.1 0.0 ▲ 71.2 ▲ 37

 F　電気・ガス・熱供給・水道業 6 0 6 7 0 7 ▲ 14.3 -    ▲ 14.3 ▲ 1

 G　情報通信業 73 8 81 67 15 82 9.0 ▲ 46.7 ▲ 1.2 ▲ 1

　　（39 情報サービス業） (63) (3) (66) (59) (12) (71) 6.8 ▲ 75.0 ▲ 7.0 ▲ 5

 H　運輸業，郵便業 334 93 427 373 135 508 ▲ 10.5 ▲ 31.1 ▲ 15.9 ▲ 81

 I　卸売業，小売業 595 675 1,270 497 722 1,219 19.7 ▲ 6.5 4.2 51

　50～55 卸売業 189 81 270 153 122 275 23.5 ▲ 33.6 ▲ 1.8 ▲ 5

　56～61 小売業 406 594 1,000 344 600 944 18.0 ▲ 1.0 5.9 56

　　（56 各種商品小売業） (15) (106) (121) (19) (65) (84) ▲ 21.1 63.1 44.0 37

 J　金融業，保険業 28 65 93 20 51 71 40.0 27.5 31.0 22

 K　不動産業，物品賃貸業 28 72 100 55 91 146 ▲ 49.1 ▲ 20.9 ▲ 31.5 ▲ 46

 L　学術研究，専門・技術サービス業 116 46 162 99 38 137 17.2 21.1 18.2 25

 M　宿泊業，飲食サービス業 164 319 483 96 217 313 70.8 47.0 54.3 170

　　（76 飲食店） (80) (198) (278) (65) (130) (195) 23.1 52.3 42.6 83

 N　生活関連サービス業，娯楽業 141 145 286 137 136 273 2.9 6.6 4.8 13

 O　教育，学習支援業 36 106 142 35 107 142 2.9 ▲ 0.9 0.0 0

 P　医療，福祉 968 986 1,954 896 876 1,772 8.0 12.6 10.3 182

　　（83 医療業） (444) (207) (651) (372) (205) (577) 19.4 1.0 12.8 74

　　（85 社会保険・社会福祉・介護事業） (516) (774) (1,290) (521) (670) (1,191) ▲ 1.0 15.5 8.3 99

 Q　複合サービス事業 60 54 114 45 42 87 33.3 28.6 31.0 27

 R　サービス業（他に分類されないもの） 464 456 920 461 428 889 0.7 6.5 3.5 31

　　（91　職業紹介・労働者派遣業） (122) (27) (149) (143) (15) (158) ▲ 14.7 80.0 ▲ 5.7 ▲ 9

    （92  その他の事業サービス） (200) (370) (570) (165) (344) (509) 21.2 7.6 12.0 61

 S,T　公務・その他 101 358 459 60 408 468 68.3 ▲ 12.3 ▲ 1.9 ▲ 9

　　　　合　　　　　　計 5,246 3,845 9,091 4,977 3,702 8,679 5.4 3.9 4.7 412

 規模別　　　　２９人以下 3,055 2,262 5,317 2,900 2,232 5,132 5.3 1.3 3.6 185

 規模別　　３０～　９９人 1,329 1,107 2,436 1,262 1,004 2,266 5.3 10.3 7.5 170

 規模別　１００～２９９人 491 295 786 517 307 824 ▲ 5.0 ▲ 3.9 ▲ 4.6 ▲ 38

 規模別　３００～４９９人 141 89 230 131 52 183 7.6 71.2 25.7 47

 規模別　５００～９９９人 157 47 204 84 77 161 86.9 ▲ 39.0 26.7 43

 規模別　１，０００人以上 73 45 118 83 30 113 ▲ 12.0 50.0 4.4 5

注　（ ）書きの産業の計上数字は内数

注　産業別の項目は平成25年10月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分による

対前年　産業別・規模別新規求人状況

令和４年３月令和５年３月



表４　富山県の状況　　求人・求職（原数値）・求人倍率の状況（季節調整値）年度平均は、実数   〔人、％、倍〕

前年
同月比

前年
同月比

前年
同月比

前年
同月比

13.7 15.0 ▲0.0 ▲ 1.9

6.3 7.4 ▲ 1.2 ▲ 0.9

4年 3月 1.4 12.6 ▲ 5.0 ▲ 5.4

5年 2月 2.7 3.6 19.5 4.0

5年 3月 4.7 2.9 ▲ 5.1 3.5

表５　全国の状況　　求人・求職（原数値）・求人倍率の状況（季節調整値）年度平均は、実数 〔人、％、倍〕

前年
同月比

前年
同月比

前年
同月比

前年
同月比

9.8 9.5 0.1 3.9

9.3 10.8 ▲ 1.0 ▲ 2.0

4年 3月 7.5 11.7 ▲ 3.8 0.2

5年 2月 10.4 7.0 5.8 ▲ 3.2

5年 3月 0.7 4.9 ▲ 3.9 ▲ 2.9

表６　正社員の求人・就職・有効求人倍率（原数値）の状況 〔人、％、倍〕

前年
同月比

前年
同月比

前年
同月比

前年
同月比

9.8 15.2 2.0 9.0

7.3 6.6 ▲ 3.1 ▲ 4.1

4年 3月 6.9 4.0 ▲ 8.3 ▲ 8.1

5年 2月 6.9 ▲ 2.9 0.5 6.7

5年 3月 0.9 5.6 2.1 7.0

【資料出所：総務省統計局「労働力調査」】

195 万人

179 万人

4年 3月 180 万人

5年 2月 174 万人

5年 3月 193 万人

表８　富山県内の安定所別・求人・求職（原数値）・求人倍率（原数値）の状況 〔人、％、倍〕
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失業率失業率
区分

3年

0.03

表７　完全失業率・完全失業者数の状況

前年差・前月差

0.0

失業率

2.8%

区　分 区分

3年

失業者数

1.9%

富山県の状況

0.0

前年同期差前年同期差

0.0

北陸ブロックの状況

403,687

409,476

40,981

1.45 0.06

1.35 0.22711

4,287

0.10

1.42

1.38

前年同月比

2.32 1.34

2.30

2.29

４年度平均 403,480

4,411

4,202 40,412 1.06

0.11

897,567

３年度平均 376,140 4,023 42,294 608 0.90 0.07 1.28 0.20

0.14

0.09

有効
求人倍率

1.23

富山県

2.19

1.32

３年度平均

15,7614,045

3,465

就職率就職件数

前年同月比

49.71,910

新規求職
申込件数

４年度平均 2,511,369 26.8

全国

105,793

102,265 1.31

139,658

新規
求人倍率

月間有効
求人数

22,219 15,371

新規求職
申込件数

月間有効
求職者数

区　分
新規

求人数

2.27

４年度平均 8,365 23,870 3,425 15,240 1,241 36.2 2.44

月間有効
求職者数

7,867

8,679

8,511

9,091

新規
求人数

月間有効
求人数

1,939,725

2,623,567

2,628,578 420,443

1,858,599

24,785

24,675

16,319

15,536

1,916,544

437,691

382,126

335

2,694

876

▲ 1.4

▲ 5.9

920

▲ 3.8

2,540 374 ▲ 8.3

▲ 5.0

149,604

453

前年
同月比

月間有効
求人数

前年
同月比

新規求職
申込件数

49,102 0.954,178

2.7%

2.2%

583

76150,110 1.02

1.8%

1.01

572

2.5%

＊全国の失業率月次は季節調整値、年次は原数値、失業者数は原数値、北陸ブロックは原数値、富山県はモデル推計値

0.8

月間有効
求職者数

前年
同月比

新規
求人倍率

1.90 1.30

1.63

1,687

1,796

672

1.13

▲ 2.2

4.5

▲ 5.4

1.50

（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、1頁の注2を参照。

1.7917 ▲ 6.8 3,722

2.03

滑川 11.8 1.68503 ▲ 14.5 1,557 ▲ 5.2 300 ▲ 11.5 1,383

砺波

氷見 176

魚津 ▲ 2.5

2.42 1.67

前年
同月比

3.3

4.3 2.607,059

有効
求人倍率

5.6 1,620 ▲ 2.1富山 4,208 12.9 11,519

区　分
新規

求人数

3.7 2.42 1.51905 ▲ 15.5

高岡 2,220 10.8 6,212

877,350

405,703

3年

4年

区　分
全国

全国の状況

926,278 403,858

1,998,683

35.6

正社員の有効求人倍率

26.2

31.9

富山県全国富山県

正社員の就職件数正社員の新規求人数

区　分

25,398

3,787

3,840

891,115 2,506,771

有効
求人倍率

2.30

2.39

新規
求人倍率

就職率就職件数

42.0

31.7

1,697

1,200

1,279

1.52

2.34

1.45

1.50

1.55

36.9

1.57

３年度平均 802,439 2,265,947 385,872 1,955,923 103,605 26.8 2.08 1.16



表９　雇用形態別新規求人の状況（原数値） 〔人、％〕

表１０　雇用形態別有効求人の状況（原数値） 〔人、％〕

表１１ 新規求人の雇用形態別の状況 〔人、％〕

＊割合は新規求人全数に占める割合（割合の前年同月比はポイント）

表１２ 新規求人の産業別の状況　 〔人、％〕

2月

4年

1.5

5年

令和４年度

3月

10,735

1,772

▲ 1.2 1,458 ▲ 5.9

73910.3 1,624 6.3

66.5

1,954

1,505 5.0 1,789

1,528

919

▲ 6.5

▲ 10.4

7.9

運輸,郵便業、
情報通信業

卸売業,小売業、
宿泊業,飲食サービス業

57

46.9

製造業

15.0

医療,福祉

学術研究,専門・技
術、教育、複合、生
活関連,娯楽、サー

ビス業

38.3

37.5

685

65437.1

793

求人数

906

0.3

790 19.7

5,495

0.4

6,271

10.8

7.0 39

96.6

その他

14.18.8 21,518 2.5 17,566

2.1

7.7

0.3

0.2

前年同月比

0.815.8

26.8

▲ 0.8

8.7

16,353

求人数

▲ 5.4

0.4

48.1

5年

19,598

13.7

48.5 6223月 9,091

4.7

4,411

18,008

3月 927 3.9 1,586 0.7 508

5.6

令和３年度

18,687 7.4

8,511

5年

区　　分

求人数 前年同月比

建設業

求人数

全数

4,1784年 3月

正社員

割合

2月

前年同月比（％）

5年

94,402

4,202 49.4

51.148,280

8,679

令和４年度 100,375

令和３年度

51,447 51.3

6.3

6,370 6.3

100,375

8,679

8,511

9,091

常用

249,946

268,367

22,942

前年同月比

15.0

7.4

5.9

24,675 12.6

請負（常用）パート(常用）登録型派遣

7.4

3.0

12.1

10,15325,398 3.1

22,805

23,644

3.6

2.9

契約社員等

求人数

常用型派遣

割合

令和３年度

3月

令和４年度

3月

5年

7.4 175,018

5年

4年

2月

求人数
区　　分

割合

286,441

求人の状況

　新規求人数（パートを含む）は、9,091人で前年同月比で4.7％増加し、4ヶ月連続で増加しました。内訳をみ
ると、フルタイムは前年同月比で5.4％増加し、パートは3.9％増加しました。また、雇用形態別では、正社員の
新規求人数が前年同月比で5.6％増加しました。

4年 3月

　有効求人数（パートを含む）は25,398人で、前年同月比で2.9％増加し、24ヶ月連続で増加しました。内訳を
みると、フルタイムは前年同月比3.0％増加し、24ヶ月連続で増加、パートは前年同月比2.8％増加し、2ヶ月
連続で増加しました。

区　　分

令和３年度

前年同月比

56,990

60,377

37,412

39,998

3,702 0.3

パートタイム

94,402

令和４年度

全　数 フルタイム

2.34,977

前年同月比

17.1

区　　分

5年 3月

5年

13.1

6.4

0.4

2.9

5.0

2月

前年同月比

全　数

前年同月比

13.7

6.3

1.4

2.7

88,227

93,900

8,112

8,013

常用

4.7

7.6

割合

406

前年同月比求人数 前年同月比 求人数 前年同月比

0.6

求人数割合

0.5477 35.10.4

求人数

7.9314 35,356

33

7,198

35.2 7,957

求人数

33,162

2.4

3,159

3,406

3,325

5,902

413 0.4

▲ 0.2▲ 33.3

29

0.2595

0.5

6.8

0.5

0.3

6.3

547

22

18

▲ 9.8

8.8 6,000

10,573 20,996 2.15,799

14.4

549 16.1

3.5

▲ 13.9 1,753

1,532

▲ 1.4 1,385

▲ 8.7892

求人数 前年同月比 求人数 前年同月比

17,1781.9

1,575 27.0 590 30.5▲ 6.1

8.8

6.9

111,423 7.5

163,013

割合

11.5

5.4

14,801 16.3 9,874

17.8

パートタイム

前年同月比 前年同月比

3,845

▲ 2.6 3,5065,005

5,246

2.815,245

3.9

7.5

24,785 3.4 15,111 3.9 9,674 3.2

14.3

前年同月比

266,632

フルタイム

10.8103,619

8,518



表１３　雇用形態別新規求職者・雇用保険受給資格決定件数の状況（原数値） 〔人、％〕

前年同月比 前年同月比

41,584 ▲0.0 10,591 ▲ 10.4

41,097 ▲ 1.2 10,372 ▲ 2.1

4年 3月 4,045 ▲ 5.0 862 0.0

5年 2月 3,787 19.5 848 13.2

5年 3月 3,840 ▲ 5.1 889 3.1

注）

表１４　新規求職者の年齢別の状況（常用） 〔人、％〕

前年同月比 前年同月比

3,646 2.9 10,731 ▲ 2.3

3,371 ▲ 7.5 11,014 2.6

4年 3月 373 ▲ 2.9 1,053 ▲ 9.6

5年 2月 269 4.7 1,060 39.8

5年 3月 326 ▲ 12.6 1,058 0.5

表１５　新規常用求職者の実態（常用） 　〔人、％〕

前年同月比 前年同月比

14,363 9.2 3,053 3.9

14,785 2.9 3,041 ▲ 0.4

4年 3月 1,586 ▲ 0.1 363 ▲ 6.4

5年 2月 1,656 21.8 257 15.8

5年 3月 1,554 ▲ 2.0 329 ▲ 9.4
注） 1.理由不明のものが存在するため、内訳と新規求職者計(常用）とは必ずしも一致しない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2.離職者には、「自営他」も含むため、自己都合＋事業主都合＋定年等とは必ずしも一致しない。

3.事業主都合等には、雇用期間満了が含まれる。

（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、1頁の注2を参照。

令和３年度

令和４年度

23,205

22,362

21.4

2,059

5,078

4,457

399

0.0331 ▲ 17.0

▲ 20.1

無業求職者

▲ 6.5

1,831 19.8 1,376

15,948

1,926 ▲ 6.5 1,429 ▲ 3.1

1,474

115

1,436

1,440

115

▲ 21.1

▲ 17.2

2.1

0.3

令和３年度

令和４年度

40,621

40,188 25,618

▲ 0.1 1.7

▲ 2.9▲ 1.1

1,524

▲ 3.0

1.9

15,191

15,479

3,809 ▲ 5.0 2,353 ▲ 6.7 1,487

3,744 20.3 2,347 12.9

雇用保険受給資格決定件数は速報値であり修正があり得る。

▲ 2.4

求職の状況

　新規求職申込件数（パートを含む）は3,840人で、前年同月比で5.1％減少し、2ヶ月ぶりで減少しました。内訳を
みると、フルタイムは、前年同月比で6.7％減少し、パートは2.4％減少しました。新規求職者に占めるパートの割合
は38.7％で、前年同月より1.0ポイント上昇しました。また、雇用保険受給資格決定件数は889件で、前年同月比で
3.1％増加しました。

　有効求職者数(パートを含む)は16,319人で、前年同月比で3.5％増加し、2ヶ月連続の増加となりました。内訳を
みると、フルタイムが前年同月比で0.5％増加し、2ヶ月連続の増加、パートは8.3％増加し、9ヶ月連続の増加となり
ました。

雇用保険受給資格決定件数パートタイム
区　　分

前年同月比

フルタイム全　数

うち常用 前年同月比 前年同月比

26,393

▲ 2.64,008 ▲ 5.2 2,521

1,440 32.2

▲ 8.7

51.4300

16,095

前年同月比

▲ 3.6

▲ 5.5

▲ 0.9

▲ 18.1

▲ 8.6

4.2 109

▲ 12.2

６０歳以上

前年同月比 前年同月比

３５～４４歳 ４５～５４歳 ５５～５９歳

36.5

２５～３４歳

前年同月比

離　職　者

前年同月比

▲ 1.3 ▲ 2.2

3,280

うち事業主都合等うち自己都合

前年同月比

うち定年等離職

前年同月比 前年同月比

▲ 3.1 7,123 3.8▲ 4.4 8,282 ▲ 0.0

区　　分

19.511.1

▲ 5.6725 ▲ 4.0 686

在職求職者

▲ 10.1 ▲ 2.4782 ▲ 6.5

区　　分

652 664 ▲ 3.2 327

630 5.9 840631

836 4.5 335▲ 10.8

令和３年度 7,348 2.6 7,453 8,283 1.4 3,160

314

２４歳以下

令和４年度 7,118



表１６　雇用形態別有効求職者・雇用保険受給者実人員の状況（原数値） 〔人、％〕

表１７　求職者の雇用保険受給状況（原数値） 〔人、％〕

保 求職者は、求職者のうちの雇用保険受給者を表す。

表１８　職業別有効求人倍率の状況（常用） 〔倍、P〕

（求人倍率の前年同月比はポイント）

表１９　雇用形態別就職・保　就職の状況　 〔人、％〕

注） 保 就職は、就職者のうちの雇用保険受給者を表す。

（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、1頁の注2を参照。

有効求職者（全数） 保 月間有効求職者

保の占める
割合

前年
同月比

うちパート
タイム

前年
同月比

保の占める
割合

全　数

令和３年度 41,584 21.3 8,845 ▲ 6.2 3,065 ▲ 6.7

新規求職者（全数） 保 新規求職者

184,455 30.6 56,531 ▲ 16.7 21,484 ▲ 16.3

前年
同月比

うちパート
タイム

前年
同月比

▲ 3.5

4年 3月 4,045 18.6 752 3.4 257 2.4 15,761

4.2 182,884 29.5 53,897 ▲ 4.7 20,733令和４年度 41,097 21.5 8,852 0.1 3,194

27.0 4,253 ▲ 14.8 1,564 ▲ 18.2

5年 2月 3,787 18.2 690 0.9 1,533 3.226.2 15,536 27.0 4,201

5年 3月 3,840 19.4 745 ▲ 0.9 254

15.6 236

2.01

1.53 2.25 2.44

1.3

注）

職業計
管理的
職業

専門的・技
術的職業

事務的
職業

販売の
職業

サービス
の職業

保安の
職業

農林・漁
業の職業

▲ 1.2 16,319 26.6 4,338 2.0 1,585

生産工程
の職業

輸送・機械
運転の職業

建設・採
掘の職業

運搬・清
掃の職業

0.983.32 3.60 1.73

令和３年度 1.37 2.03 2.32 0.60 6.30 0.93

令和４年度 1.49 2.17 2.34 0.70 3.20 3.36 3.77

2.99 3.09 3.40 1.69 1.99

0.74 3.07

7.08 1.03

4年 3月 1.50 1.90 2.47 2.31 6.02 1.143.17 4.39 1.76 2.45

2.28 2.45 6.83

1.95 2.18 2.55 6.19 0.96

5年 2月 1.53

5年 3月 1.49 1.79 2.34 0.77 3.27 3.22 3.80

1.91 2.46 0.80 3.29

常用 常用新規
就職率

前年
同月比

▲ 6.96,797 ▲ 2.5

前年同月比（ﾎﾟ） ▲ 0.01 ▲ 0.11 ▲ 0.13 0.03 0.17 ▲ 0.18

就職の状況

全数 フルタイム パートタイム 保　就職

0.20 0.05 ▲ 0.59 0.19 ▲ 0.27 0.24

36.2 13,800 34.3 8,195 ▲ 4.2 32.0

前年
同月比

令和３年度 15,352 2.7 36.9 14,252 35.1 8,555 7.2 32.4

新規
就職率

前年
同月比

新規
就職率

全数
前年

同月比
うちパー
トタイム

前年
同月比

新規
就職率

4,591 ▲ 3.1 1,617

▲ 1.4

4年 3月 1,697 ▲ 15.5 42.0 1,585 39.5 894 ▲ 8.9

6,702 ▲ 1.4 43.3 4,472 ▲ 2.6 1,595

186 ▲ 12.3803 ▲ 21.9

令和４年度

▲ 23.2505 ▲ 4.5 35.1 316

484 5.9 177 ▲ 4.8

457 ▲ 15.4

▲ 12.031.7 1,094 29.2 695

35.5

967.9 29.6

区分

区分

区分

5.3 40.0 969 20.7 65.2

52.7

941

5年 2月 1,200 2.3

5年 3月 1,910 12.6 49.7 1,770 46.5

44.7

14,897 ▲ 3.0

区分

令和３年度

令和４年度

4年 3月

5年 2月

5年 3月

▲ 5.4 15,245 ▲ 5.6

15,536 4.0 14,930 4.2

184,455 ▲ 1.9 181,935 ▲ 1.9

182,884 ▲ 0.9 180,467 ▲ 0.8

前年同月比

雇用保険受給者実人員

▲ 12.8

▲ 6.0

▲ 16.9

3.6

74,315

75,519

6,130

6,165

4.9

35,985

33,839

2,610

2,645

2,737

▲ 1.7

1.6

▲ 6.9

9.1

8.3

全　数 フルタイム パートタイム

6,638

▲ 2.1

▲ 2.5

▲ 4.4

0.9

0.5

110,140

107,365

9,631

9,371

9,681

前年同月比 前年同月比前年同月比 うち常用 前年同月比

16,319 3.5 15,904 4.3

15,761



月別推移（季節調整値） （  は後退期）

年・月 西暦 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 年計 年度計
S. 38年 1963 0.38 0.49 0.49 0.57 0.54 0.57 0.56 0.56 0.55 0.55 0.51 0.48 0.53 0.54 ← オリンピック景気(37.10～39.10　24ヶ月）

39年 1964 0.51 0.51 0.52 0.49 0.53 0.57 0.58 0.59 0.60 0.60 0.62 0.59 0.55 0.55 ← 証券不況(39.10～40.10　12ヶ月）
40年 1965 0.56 0.51 0.54 0.55 0.60 0.52 0.52 0.50 0.48 0.48 0.47 0.49 0.53 0.55 ← いざなぎ景気(40.10～45.7　57ヶ月）
41年 1966 0.53 0.57 0.61 0.63 0.52 0.48 0.43 0.52 0.56 0.63 0.66 0.66 0.58 0.63
42年 1967 0.67 0.72 0.90 0.86 0.98 0.95 1.02 1.11 1.12 1.16 1.13 1.08 0.92 1.07

43年 1968 1.29 1.09 1.08 1.01 1.16 1.25 1.28 1.39 1.39 1.41 1.46 1.60 1.24 1.36
44年 1969 1.39 1.43 1.43 1.54 1.63 1.76 1.80 1.84 1.96 1.98 1.90 1.76 1.65 1.84
45年 1970 1.97 2.02 1.77 1.59 1.60 1.63 1.58 1.60 1.67 1.59 1.57 1.69 1.70 1.62 ← ニクソン不況(45.7～46.12　17ヶ月）
46年 1971 1.63 1.56 1.43 1.30 1.21 1.12 1.13 1.10 1.08 1.13 1.12 1.15 1.27 1.17
47年 1972 1.20 1.18 1.20 1.35 1.23 1.19 1.18 1.36 1.46 1.61 1.77 1.88 1.36 1.64 ← 列島改造景気(46.12～48.11　23ヶ月）

48年 1973 2.13 2.30 2.24 2.34 2.37 2.47 2.61 2.61 2.37 2.54 2.86 2.41 2.41 2.35 ← 第１次石油危機（48．11～50.3　16ヶ月）
49年 1974 2.24 1.98 1.83 1.79 1.72 1.67 1.47 1.34 1.21 0.99 0.88 0.81 1.47 1.11
50年 1975 0.85 0.73 0.71 0.74 0.70 0.64 0.62 0.65 0.61 0.60 0.62 0.62 0.68 0.66 ← ミニ回復(50.3～52.1　22ヶ月）
51年 1976 0.66 0.63 0.65 0.65 0.69 0.72 0.74 0.74 0.79 0.77 0.76 0.70 0.70 0.73
52年 1977 0.69 0.69 0.75 0.69 0.63 0.60 0.56 0.56 0.56 0.57 0.57 0.59 0.62 0.61 ← 円高不況(52.1～52.10　9ヶ月）

53年 1978 0.59 0.64 0.67 0.62 0.62 0.62 0.64 0.67 0.67 0.68 0.69 0.73 0.66 0.70
54年 1979 0.75 0.79 0.83 0.74 0.79 0.84 0.82 0.81 0.85 0.86 0.88 0.87 0.81 0.84
55年 1980 0.81 0.86 0.95 0.88 0.89 0.89 0.84 0.82 0.78 0.77 0.72 0.70 0.83 0.78 ← 第２次石油危機（世界同時不況）
56年 1981 0.60 0.70 0.74 0.73 0.72 0.71 0.75 0.78 0.73 0.73 0.73 0.76 0.73 0.74 （55.2～58.2　36ヶ月）
57年 1982 0.77 0.77 0.69 0.63 0.62 0.64 0.63 0.66 0.66 0.64 0.63 0.63 0.66 0.63

58年 1983 0.62 0.59 0.60 0.59 0.63 0.64 0.64 0.65 0.67 0.68 0.72 0.73 0.64 0.69 ← ハイテク景気（58.2～60.6　28ヶ月）
59年 1984 0.77 0.77 0.78 0.78 0.79 0.82 0.85 0.84 0.85 0.85 0.82 0.83 0.82 0.84
60年 1985 0.87 0.89 0.89 0.90 0.92 0.94 0.91 0.89 0.86 0.88 0.89 0.85 0.89 0.90 ← 円高不況（60.6～61.11　17ヶ月）
61年 1986 0.88 0.91 0.87 0.86 0.83 0.81 0.81 0.84 0.85 0.86 0.85 0.85 0.86 0.83
62年 1987 0.80 0.75 0.79 0.83 0.89 0.94 0.99 1.02 1.07 1.10 1.11 1.21 0.95 1.08

63年 1988 1.26 1.22 1.31 1.39 1.43 1.49 1.56 1.64 1.69 1.78 1.76 1.74 1.50 1.66 ← バブル景気（61.11～3.2　51ヶ月）
H. 元年 1989 1.80 1.80 1.83 1.82 1.88 1.85 1.85 1.83 1.90 1.95 2.05 2.09 1.88 1.97

２年 1990 2.07 2.17 2.18 2.17 2.12 2.17 2.22 2.22 2.18 2.21 2.19 2.21 2.17 2.22
３年 1991 2.27 2.35 2.36 2.29 2.28 2.24 2.23 2.21 2.10 2.12 2.16 2.09 2.23 2.15 ← 第１次平成不況(3.2～5.10　32ヶ月）
４年 1992 2.15 1.94 1.97 2.00 1.96 1.95 1.88 1.82 1.73 1.69 1.71 1.59 1.86 1.72

５年 1993 1.54 1.43 1.42 1.35 1.31 1.28 1.25 1.22 1.17 1.14 1.09 1.07 1.27 1.16 ← カンフル景気(5.10～9.5　43ヶ月）
６年 1994 1.01 1.04 0.99 0.98 0.98 0.96 0.96 0.98 0.98 0.97 0.98 0.98 0.99 0.98
７年 1995 0.95 0.97 1.04 1.02 0.97 0.93 0.91 0.92 0.94 0.94 0.91 0.90 0.95 0.94 ← H7.1.17阪神淡路大震災
８年 1996 0.88 0.95 0.97 0.99 1.01 1.06 1.10 1.06 1.05 1.05 1.08 1.08 1.03 1.05
９年 1997 1.07 1.02 1.03 1.05 1.05 1.04 1.03 1.02 0.99 0.96 0.93 0.90 1.01 0.95 ← 第２次平成不況(9.5～11.1　20ヶ月）

１０年 1998 0.84 0.81 0.74 0.70 0.67 0.62 0.60 0.59 0.58 0.58 0.57 0.57 0.65 0.60
１１年 1999 0.56 0.57 0.56 0.53 0.54 0.56 0.57 0.57 0.59 0.59 0.60 0.59 0.57 0.59 ← ＩＴ景気（11.1～12.11　22ヶ月）
１２年 2000 0.63 0.64 0.67 0.69 0.70 0.71 0.73 0.74 0.74 0.76 0.77 0.78 0.71 0.74 ← 第3次平成不況（12.11～14.1　14ヶ月）
１３年 2001 0.78 0.77 0.74 0.71 0.69 0.64 0.61 0.59 0.57 0.54 0.51 0.49 0.63 0.57
１４年 2002 0.50 0.51 0.52 0.53 0.54 0.58 0.62 0.61 0.63 0.62 0.62 0.62 0.57 0.61 ← いざなみ景気（14.1～20.2　73ヶ月）

１５年 2003 0.65 0.66 0.66 0.67 0.66 0.69 0.74 0.77 0.84 0.87 0.90 0.93 0.75 0.81
１６年 2004 0.94 0.91 0.87 0.93 0.96 1.00 1.03 1.05 1.06 1.08 1.11 1.10 1.00 1.06
１７年 2005 1.11 1.12 1.13 1.16 1.14 1.14 1.15 1.14 1.09 1.14 1.15 1.19 1.14 1.17
１８年 2006 1.22 1.27 1.30 1.27 1.27 1.31 1.28 1.25 1.21 1.25 1.27 1.30 1.27 1.27
１９年 2007 1.29 1.29 1.26 1.28 1.25 1.20 1.17 1.17 1.16 1.11 1.08 1.04 1.19 1.13

２０年 2008 1.03 1.03 1.04 1.05 0.98 0.93 0.93 0.90 0.84 0.80 0.76 0.70 0.91 0.77 ← 世界金融不況（20.2～21.3　13ヶ月）
２１年 2009 0.61 0.53 0.48 0.48 0.48 0.49 0.46 0.47 0.49 0.50 0.51 0.53 0.50 0.51
２２年 2010 0.56 0.59 0.61 0.64 0.66 0.69 0.71 0.72 0.73 0.74 0.79 0.81 0.68 0.75
２３年 2011 0.84 0.85 0.84 0.83 0.84 0.85 0.87 0.90 0.90 0.91 0.92 0.95 0.87 0.90 ← H23.3.11東日本大震災
２４年 2012 0.94 0.97 0.96 0.96 0.95 0.97 0.98 0.99 0.98 1.00 1.00 1.00 0.98 0.99 ← 景気後退期（24.3～24.11 8ヶ月）

２５年 2013 0.99 1.03 1.04 1.07 1.09 1.11 1.14 1.17 1.22 1.24 1.25 1.28 1.13 1.21 ← 景気拡大期（24.12～30.10　71ヶ月）
２６年 2014 1.33 1.36 1.35 1.37 1.36 1.38 1.36 1.35 1.36 1.37 1.39 1.42 1.36 1.39
２７年 2015 1.44 1.47 1.46 1.45 1.47 1.45 1.47 1.52 1.51 1.53 1.54 1.54 1.48 1.50
２８年 2016 1.53 1.52 1.55 1.62 1.60 1.63 1.63 1.60 1.61 1.64 1.67 1.69 1.60 1.65
２９年 2017 1.69 1.71 1.73 1.77 1.80 1.82 1.82 1.84 1.86 1.86 1.84 1.86 1.80 1.86

３０年 2018 1.93 1.95 1.96 1.96 1.95 1.97 1.99 2.01 1.98 1.97 1.93 1.93 1.96 1.97
３１/R元年 2019 1.97 1.97 1.96 1.97 1.97 1.96 1.92 1.88 1.86 1.86 1.83 1.78 1.91 1.81

2年 2020 1.62 1.55 1.51 1.43 1.30 1.25 1.19 1.14 1.15 1.16 1.17 1.20 1.31 1.23
3年 2021 1.25 1.25 1.30 1.34 1.36 1.38 1.43 1.43 1.44 1.43 1.46 1.48 1.37 1.45
4年 2022 1.56 1.54 1.52 1.54 1.52 1.55 1.57 1.58 1.58 1.61 1.61 1.62 1.56 1.57

5年 2023 1.59 1.55 1.50
（注） １．年計及び年度計は原数値
        ２．季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。なお、令和4年１２月以前の数値は、新季節指数により改訂している。

有 効 求 人 倍 率 の 推 移
 富 山 労 働 局

景  気  循  環

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4

全 国 0.64 0.72 0.69 0.50 0.49 0.62 0.56 0.56 0.69 0.86 0.98 1.06 1.02 0.77 0.45 0.56 0.68 0.82 0.97 1.11 1.23 1.39 1.54 1.62 1.55 1.10 1.16 1.31

富 山 0.94 1.05 0.95 0.60 0.59 0.74 0.57 0.61 0.81 1.06 1.17 1.27 1.13 0.77 0.51 0.75 0.90 0.99 1.21 1.39 1.50 1.65 1.86 1.97 1.81 1.23 1.45 1.57
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